
1 

1. 計画策定の背景 
 

（１）地球温暖化の現状 

１）地球温暖化の状況 

地球温暖化とは、地球から宇宙へ放射される熱を吸収する性質を持つ温室効果ガスが、大気中に
増えすぎることによって、地球の気温が上昇する現象です。地球温暖化の始まりは産業革命が起き
た 18～19 世紀頃と言われており、産業活動が活発化することで、化石燃料の消費量が大きく増加
し、多くの CO2が排出されるようになりました。 
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2021 年 8 月に公表した「IPCC 第 6 次評価報告書第

1 次作業部会報告書」では、人間の活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こ
してきたことには疑う余地がなく、2011～2020 年の世界平均気温は、1850～1900 年よりも 1.09℃
上昇したとされています。 

 
  

図 1-1 地球温暖化のメカニズム 図 1-2 世界平均気温の変化 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/） 

 

２）地球温暖化の影響 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関わる安
全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされています。 
気候変動は世界中の全ての地域において多くの気象と気候の極端現象に影響を及ぼし、既に自然

と人々に対し広範な悪影響、及び関連する損失と損害をもたらしています。そして、地球温暖化の
進行に伴い、気象・気候の極端現象が拡大することで、自然と人々のシステムが適応の限界に達す
ることが懸念されています。 
気候変動がもたらす様々なリスクに対し、温室効果ガスの排出削減や適応策を強化していくこと

が求められています。  
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図 1-3 気候変動による将来の主要なリスク 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/） 

 

（２）地球温暖化対策に関する近年の動向 

１）世界の動向 

国際社会においては、1995 年より毎年、国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）が開催され
ており、2015年にパリで行われたCOP21においては、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のた
めの新たな国際枠組みとして、「パリ協定」が採択されました。 
パリ協定では、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、

1.5℃に抑える努力を追求することとし、主要排出国を含む全ての国が削減目標を 5 年ごとに提出・
更新することを義務付けています。 

2018 年に公表された IPCC
「1.5℃特別報告書」において
は、世界全体の平均気温の上昇
を、２℃より十分下回り、1.5℃
の水準に抑えるためには、CO2

排出量を 2050 年頃に正味ゼロと
することが必要とされました。
この報告書を受け、世界各国で
2050 年までのカーボンニュート
ラルを目標として掲げる動きが
広がりました。 

 
                         図 1-4 パリ協定の概要 

出典：環境省「パリ協定の概要」  

※カーボンニュートラル：二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理等による「吸収量」を差し
引くことで、温室効果ガス排出量の合計を実質的にゼロにすること。ゼロカーボンと同義。 
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２）国内の動向 

2020 年 10 月、我が国は、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち、
2050年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。翌年 4月に
は、2030年度の温室効果ガスの削減目標を 2013年度比で 46％削減し、さらに 50%に向けて、挑戦
を続けていくことを公表しました。 
また、2025年2月18日には、新たな地球温暖化対策計画が閣議決定されました。この計画では、

国の新たな削減目標（NDC※）として、2030 年度目標と 2050 年カーボンニュートラルを結ぶ道筋
において、2035 年度には 2013 年度比で 60％削減、2040 年度には 73％削減とすることを目指すこ
とが示されています。この目標の達成に向けては、既に利用可能な技術・設備の導入拡大を加速し
つつ、現状の制度や技術にとらわれず、創造的に対策を進めることとされています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-5 国の温室効果ガス排出量と削減目標 

出典：内閣官房・環境省・経済産業省「地球温暖化対策計画の概要」 

 
  

※NDC：Nationally Determined Contribution（国が決定する貢献）の略で、パリ協定締約国が自主的に設定する、温室効果ガス
排出削減目標などのこと。パリ協定締約国は NDC を 5年ごとに国連に提出・更新することが義務付けられている。 
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高知県においては、2020年 12月議会で 2050年カーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言
しています。また、2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて具体的な取組の道筋を示すものと
して、森林率全国１位の森林資源をはじめとする豊富な自然資源などの本県の強みや特色を生かし
た「第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプラン」を 2024 年３月に策定しています。 
本アクションプランにおいては、カーボンニュートラル実現に向けて重要となる 2030 年度の温

室効果ガス排出量削減目標（2013年度比）を「47％以上」と設定し、排出量の削減に向けた取組を
強化することとしています。 

 

図 1-6 第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプランの概要 

出典：高知県「第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプラン」 

 
仁淀川町においても、2022 年 12 月 8 日の町議会定例会 12 月会議において、町長が 2050 年にお

ける｢ゼロカーボンシティ｣の実現に向け取り組むことを宣言しており、様々な取組を進めていると
ころです。 

 
  



5 

2. 計画の基本的事項 
 

（１）計画の位置づけ 

「仁淀川町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」は、「地球温暖化対策推進法」第 21条第 4項
に基づき、地域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策を定め
るものです。 
また、本計画は仁淀川町まち・ひと・しごと創生総合戦略ほか関連計画と整合を図り、地球温暖

化対策を町・町民・事業者が一体となって着実に推進するための実行計画です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 計画の位置づけ 
 
 

（２）計画の期間 

国際的な枠組みであるパリ協定においては、各国が基準年度を設定して削減目標を報告すること
が求められており、日本は福島第一原子力発電所事故後のエネルギー政策の転換期であることなど
から 2013 年度を基準年度に設定しています。本計画は、国の計画に準じて基準年度を 2013 年度と
し、2030年度までを中期目標期間、2050 年までを長期目標期間とします。 
なお、本計画は、今後の温室効果ガス排出状況の推移や地球温暖化防止に関する国内外の動向、

社会経済情勢の変化、地球温暖化対策の技術開発の状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこ
ととします。 

 
2013 年度 … 2024 年度 … 2030 年度 … 2050 年度 

基準年度 … 策定年度 … 中期目標
年度 

… 長期目標
年度 

 
  

地球温暖化対策計画 

高知県地球温暖化対策実行計画 

仁淀川町まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 
ほか関連計画 

仁淀川町地球温暖化対策実行計画 
（区域施策編） 

※町・町民・事業者など町全体で取り組む内容 

仁淀川町地球温暖化対策実行計画 
（事務事業編） 

※町の事務事業で取り組む内容 

地球温暖化対策推進法 
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（３）計画の対象 

本計画は、仁淀川町全域を対象とします。 
対象とする部門・分野は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル

算定手法編」に基づき、エネルギー起源 CO2 各部門・分野である産業部門（製造業・建設業・鉱
業・農林水産業）、業務その他部門、家庭部門、運輸部門（自動車（貨物）・自動車（旅客））とエ
ネルギー起源 CO2以外の廃棄物分野（焼却処分（一般廃棄物））を対象とします。 
また、温室効果ガス排出量の大部分を占める CO2を対象とします。 
 

表 2-1 計画の対象 
ガス種 部門・分野 対象 

エネルギー 
起源 CO2 

産業部門 
第１次産業（農林業）、第２次産業（製造業、建設業、鉱業）に
関わるもの 
※製品の輸送等、運輸に関するものは除く 

業務その他
部門 

産業部門に属さない第３次産業（卸・小売業、飲食店、サービ
ス業、医療、公務等）に関わるもの 
※営業用自動車等、運輸に関するものは除く 

家庭部門 
家庭に関わるもの 
※自動車等、運輸に関するものは除く 

運輸部門 人の移動や物資輸送に関わるもの 
⾮エネルギー
起源 CO2 

廃棄物分野 一般廃棄物の焼却に伴うもの 

 

（４）取組の主体とその役割 

計画目標の実現に向けて、町・町民・事業者の各主体がそれぞれの役割を果たしながら、連携・
協働して推進するものとします。 

 
表 2-2 取組の主体と役割 

主体 役割 

町 

・町の事務事業において率先して地球温暖化対策に努める。 
・町民や事業者の地球温暖化対策に関する取組を支援し、促進する。 
・国、県、関係自治体との連携により地球温暖化対策を効果的に推進する。 
・計画の進行管理を行い、効果的な運用を図る。 

町民 

・日常生活において、環境に優しいライフスタイルを心がけ、温室効果ガス排
出の抑制に努める。 

・環境負荷の低い商品やサービス等を選択するよう努める。 
・地球温暖化対策に関する活動等へ積極的に参加・協力するよう努める。 

事業者 

・事業活動において、環境経営を推進し、計画的な温室効果ガス排出の抑制に
努める。 

・環境負荷の低い商品やサービス等を選択、提供するよう努める。 
・地球温暖化対策に関する活動等へ積極的に参加・協力するよう努める。 
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3. 地域の概況 
 

（１）地勢 

仁淀川町は、高知県の北西部に位置し、
高知市からは約50km、車で約１時間の距離
にあります。広域的にみると高知市と松山
市の中間に位置し、両市を結ぶ国道33号や
国道439号が交差する地域で、北に四国山
地、東西に仁淀川が横断しています。 
愛媛県久万高原町に源を発する仁淀川

は、長者川や土居川など数多くの支流を集
めながら太平洋へ注ぎ込んでいます。地形
は標高約100ｍ～1,800ｍと標高差が大き
く、集落は川沿いや急峻な斜面に点在して
います。 
町域面積は、東西に16km、南北に29km、

総面積333km2で高知県全体の約4.7％となっ
ています。土地利用においては、山林が約9
割を占めています。 

 
 

図 3-1 仁淀川町の地勢 

資料：NTT インフラネットの地図を加工して作成 

 

（２）気象 

仁淀川町は、標高差が大きく、平均気温は山岳部が 15℃前後で、冬季には積雪もみられるところ
があります。また、梅雨時の雨が多いこと、夏から秋にかけて台風の影響によるまとまった雨が多
いことなどから、年間雨量は多いところで、2,500mmに達するなど、比較的温暖多雨な地域です。 
標高が高く寒暖差のある立地条件を活かして農林業をはじめとする里山産業が古くから主となっ

ており、特に製茶業は県下でも有数の生産高を誇る茶どころの地域として知られています。 
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（３）人口・世帯数 

仁淀川町の人口は、2015(平成 27)年国勢調査では 5,551 人、2020(令和 2)年国勢調査では 4,827
人となり、減少傾向が続いています。 
また、仁淀川町人口ビジョンでは、町独自の推計に基づき、2050(令和 32）年の人口は 2,547 人

と推計されています。 

 
図 3-2 人口・世帯数 

資料：国勢調査 

 

（４）地域交通 

仁淀川町内に鉄道路線はなく、最寄りの鉄道駅は、JR 土讃線の佐川（さかわ）駅となります。 
仁淀川町の公共交通機関は町民バス、コミュニティバス、民間路線バス（北部交通、黒岩観光）

があります。 
町民バスは各路線とも 1日２往復のものが多く、黒岩観光バスは１日 10往復、コミュニティバス

は１日 2～3往復の運行となっています。 
 
 

（５）産業 

１）就業者数の状況 

国勢調査によると、2020（令和 2）年の就業者は 1,988 人で年々減少傾向となっており、1995
（平成 7）年の約 1/2まで減少しています。 

2020（令和 2）年においては、第 3 次産業就業者が 1,113 人（56.0％）で最も多く、次いで第 2
次産業就業者 623 人（31.3％）、第 1次産業就業者 246 人（12.4％）となっています。 
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図 3-3 就業者数の推移 

資料：国勢調査 

 

２）地域経済の状況 

「地域経済循環分析 2018」によると、仁淀川町において、どの産業に特化しているかを示す産業
別修正特化係数（生産額ベース）が全国平均と比較して高い産業は、林業、次いで鉱業となってい
ます。これらは、仁淀川町の地域性を反映した域外から所得を稼ぐ産業であると言えます。 

 

 
図 3-4 産業別修正特化係数(生産額ベース) 

資料：「地域経済循環分析 2018」に加筆 
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（６）再生可能エネルギーの導入状況 

１）FIT 制度に基づく再生可能エネルギーの導入状況 

資源エネルギー庁「固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト」で公開されている FIT 制度（固
定価格買取制度）における仁淀川町の再エネ導入状況（2024年 6月時点）は、太陽光発電が仁淀川
町設置の設備も含めて 1,089kW となっています。また、バイオマス発電設備については、民間事業
者による発電出力 298kW の設備が１か所ありますが、現在は運転開始前となっています。 

 
表 3-1 FIT による再生可能エネルギーの導入状況（内訳） 

区分 10kW 未満 10kW 以上 合計 

太陽光発電 
件数（件） 107 23 130 
容量（kW） 545 544 1,089 

バイオマス発電 
件数（件） - 1 1 
容量（kW） - 298 298 

資料：資源エネルギー庁「固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト」 

※再生可能エネルギー導入状況については、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置
法（再エネ特措法）」（平成 23 年法律第 108 号）に基づく FIT・FIP 制度で認定された設備のうち買取を開始し
た設備の導入容量と件数を記載しています。そのため、自家消費のみで売電していない設備、FIT・FIP 制度へ
の移行認定を受けていない設備等は含まれません。 

 

２）その他の再生可能エネルギーの導入状況 

バイオマス熱利用の事例として、町内の温泉施設においては、NEDO（独立行政法人 新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構）のバイオマスエネルギー地域システム化実験事業（現在、事業は終了）
によって導入した木質ペレットボイラー（設備容量：580kW）を 2006 年の冬から稼働しており、
現在も給湯用に活用されています。 

  



11 

4. 温室効果ガス排出量などの状況 
 

（１）温室効果ガス排出量の推計方法 

温室効果ガス排出量は、各部門・分野ごとの活動量を用いて下記の計算式で算出します。 
 

 

 

 

 

 

図 4-1 温室効果ガス排出量の計算式 
 

温室効果ガス排出量の推計は、仁淀川町の特性を考慮するとともに、今後、同様の推計を簡易に
行うことが可能な方法とすることに留意し、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル・ツール類 自治体排出量カルテ」に公表されている数値を基に推計します。 

 
表 4-1 温室効果ガス排出量（現況）の推計方法 

部門 推計方法 使用データ等 

産
業
部
門 

製造業 
仁淀川町の CO2 排出量＝高知県の製造業炭素排出量
×仁淀川町の製造品出荷額等／高知県の製造品出荷
額等×CO2換算係数 

都道府県別エネルギー消費統計
調査 
経済センサス-活動調査 

建設業・鉱業 
仁淀川町の CO2 排出量＝高知県の建設業・鉱業炭素
排出量×仁淀川町の従業者数／高知県の従業者数
×CO2換算係数 

都道府県別エネルギー消費統計
調査 
経済センサス-活動調査 

農林水産業 
仁淀川町の CO2 排出量＝高知県の農林水産業炭素排
出量×仁淀川町の従業者数／高知県の従業者数
×CO2換算係数 

都道府県別エネルギー消費統計
調査 
経済センサス-活動調査 

業務その他部門 
仁淀川町の CO2 排出量＝高知県の業務部門炭素排出
量×仁淀川町の従業者数／高知県の従業者数×CO2

換算係数 

都道府県別エネルギー消費統計
調査 
経済センサス-活動調査 

家庭部門 
仁淀川町の CO2 排出量＝高知県の家庭部門炭素排出
量×仁淀川町の世帯数／高知県の世帯数×CO2 換算
係数 

都道府県別エネルギー消費統計
調査 
住民基本台帳に基づく人口、人
口動態及び世帯数調査 

運
輸
部
門 

自動車 
(旅客) 仁淀川町の CO2 排出量＝全国の自動車車種別炭素排

出量×市区町村の自動車車種別保有台数／全国の自
動車車種別保有台数×CO2換算係数 

総合エネルギー統計 
自動車保有車両数統計 
市区町町別軽自動車車両数ファ
イル 

自動車 
(貨物) 

廃棄物分野 
(一般廃棄物) 

仁淀川町の CO2 排出量＝高吾北清掃センターにおけ
る一般廃棄物焼却処理量×排出係数×仁淀川町分担
金／事務組合処理経費 

一般廃棄物処理実態調査結果 
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（２）温室効果ガス排出量の状況 

１）温室効果ガス排出量の現況 

仁淀川町における 2021 年度（現状年度）の温室効果ガス排出量は 47.0 千 t-CO₂であり、その排
出量の内訳は、産業部門が最も多く、全体構成比の 46.1%を占めています。次いで運輸部門が
28.6%、家庭部門が 14.0%となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4-2 温室効果ガス排出量の部門・分野別構成比（2021 年度） 

 

２）温室効果ガス排出量の推移 

仁淀川町における温室効果ガス排出量は、2013 年度（基準年度）以降、概ね減少傾向で推移して
おり、2021 年度（現状年度）は 2013 年度比で 16.2％削減となっています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3 温室効果ガス排出量の部門別推移（2013 年度～2021 年度） 
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（３）温室効果ガス排出量の将来推計 

１）将来推計のシナリオについて 

本計画においては、ゼロカーボンの実現に向け、中長期的な視野で温室効果ガスの排出量を削減
する対策を検討するため、環境省「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその
実現方策に係る参考資料」を参考に、温室効果ガス排出量の将来推計を行います。 
温室効果ガス排出量の将来推計については、排出削減に向けた追加的な対策を見込まない場合

（BAUシナリオ）と対策の追加導入を想定した場合（脱炭素シナリオ）の２つのシナリオに基づく
推計を行います。 

 

 

 
 

図 4-4 BAU シナリオと脱炭素シナリオの推計イメージ 

出典：地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料 

  

●BAU シナリオ 
BAU シナリオは、人口や経済などの活動量の変化を見込みつつ、排出削減に向けた追加

的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の排出量を推計したものです。 

●脱炭素シナリオ 
脱炭素シナリオは、BAU シナリオにおける「活動量」の変化に加え、ゼロカーボンの実

現に向けた対策・施策の追加導入を想定したシナリオであり、BAU シナリオから排出削減
に向けた取組による削減量を減じるものです。 
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２）BAU シナリオによる将来推計 

各部門・分野における将来の活動量は以下に示す過去の活動量データをもとにして、推計してい
ます。 
産業部門、業務その他部門、家庭部門については現状維持を見込み、最新年度の 2021 年度と同

程度として推計しています。また、家庭部門、運輸部門、廃棄物分野については人口減等による減
少傾向を見込み、過去の活動量の変化量から推計しています。 

 
表 4-2 BAU シナリオにおける活動量の推計方法 

部門 活動量 推計方法 

産業部門 

製造業 製造品出荷額 

現状維持を見込み、2021
年度と同程度として推計 

建設業・鉱業 建設業・鉱業従業者数 

農林水産業 農林水産業従業者数 

業務その他部門 業務その他部門従業者数 

家庭部門 世帯数 

減少傾向を見込み、過去の
活動量の変化量から推計 運輸部門 

自動車(旅客) 旅客自動車車両台数 

自動車(貨物) 貨物自動車車両台数 

廃棄物分野(一般廃棄物) 一般廃棄物焼却処理量 

 
BAUシナリオに基づく将来推計の結果、活動量等の減少などにより、2030年度までに 2013年度

比 22.3%削減、2050年までに 2013 年度比 33.4%削減となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-5 BAU シナリオにおける温室効果ガス排出量の将来推計 
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３）脱炭素シナリオによる将来推計 

脱炭素シナリオでは、再エネ導入による削減量のほか、省エネやエネルギー利用転換による削減
量を推計し、これらの削減量を BAU シナリオに基づく将来推計から差し引いて、温室効果ガス排
出量推計を行います。 
あわせて、森林による吸収量についても推計します。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図 4-6 温室効果ガス排出量の将来推計のイメージ 
 

○再生可能エネルギーの導入による排出削減量 

①再生可能エネルギーの導入可能性 
仁淀川町の現況や再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]（環境省）において

推計された再生可能エネルギー導入ポテンシャル量についての考え方などを踏まえた、今後活用
すべき再生可能エネルギーの導入可能性は以下のとおりです。 

 
表 4-3 再生可能エネルギーの導入可能性 

区分 導入可能性・方向性 

太陽光発電 

最もエネルギー導入ポテンシャル量が大きく、建物屋根や駐車場等の土地の制約
条件がない場所での太陽光発電設備の設置可能性がある。農業においては設備設
置の制約もあり、導入量としては多くないがポテンシャルはある。 
・公共施設の屋根や駐車場における率先導入を推進する。 
・住宅や工場・事業所・店舗等の民間事業者での設置と自家消費を促進する。 
・農業における営農型太陽光発電等の可能性を検討する。 

木質バイオマス 

森林資源は豊富で、川上と川下をつなぐ効果的な生産システムの確立や林業の担
い手育成等に取り組んでいる。2022(令和 4)年度の森林施業の実績は約 152ha で
34,425m3 の間伐量がある。現状は間伐材の一部が町外のバイオマス発電所等に
搬出されており、地産地消ができていないが、設備導入や仕組みの構築を進めれ
ば、町内でも木質バイオマスを活用できる可能性がある。 
・町内で間伐材を活用したチップ生産加工を促進する。 
・チップ利用の木質バイオマス発電・熱利用の取組を推進する。 
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区分 導入可能性・方向性 

農業バイオマス 
JA 等での農作物の農業残渣を活用したバイオマス熱利用の取組実績がなく、導
入ポテンシャル量は小さい。 

陸上風力発電 
現在進行中の環境アセスメント等の民間事業者の風力発電事業の推移を踏まえる
必要がある。導入ポテンシャル量は大きいことから、今後の動向を踏まえながら
具体的な対応を検討する。 

中小水力発電 
中小水力発電は流量、落差等の河川状況や電力利用需要施設の状況、事業コスト
等から導入可能性を判断する必要がある。今後の小水力発電に関する調査等を踏
まえて導入可能性を検討する。 

太陽熱利用 
太陽熱は住宅での太陽熱温水機器の設置を中心に導入が進められてきたが、導入
件数が減少傾向にあり、給湯需要はエコキュート等の設備導入が進展しており、
太陽熱利用の導入ポテンシャル量は小さいと考えられる。 

地中熱利用 
地中熱は事業所等の個別建物での需要によるところが大きく、事業コスト等から
設備導入施設は大規模熱利用が想定される施設などに限定されており、導入ポテ
ンシャル量は小さいと考えられる。 

 
②再生可能エネルギーの導入量と CO2削減量の将来推計 
■太陽光発電 

FIT 制度による導入実績をもとに将来的な導入量の推計を行い、FIT 制度の買取期間終了後（卒
FIT 後）にそのうちの一定の割合が自家消費または地域内で消費されると想定します。なお、設備
容量が～10kW は主に住宅用、10kW～は主に商業・業務施設用として区分して推計をします。 
また、FIT 制度によらない導入量の推計は、住宅用（～10kW）については新設住宅市町村別年

度別着工数（高知県）から推計し、商業・業務施設用（10kW～）については、施設の建築年、
構造等および現地調査に基づくデータにより概算推計をしています。 
上記の想定に基づく推計の結果、CO2削減対象となる設備容量と CO2削減推計値は以下のとおり

です。 
表 4-4 太陽光発電設備の導入量の将来推計 

区分 
CO2削減対象となる 
設備容量（kW） 

CO2削減推計値 
（千 t-CO2/年） 

2030 年 2050 年 2030 年 2050 年 

卒 FIT 分 

住宅（～10kW） 109 706 0.043 0.281 

商業・業務施設等 
（10kW～） 143 1,106 0.057 0.441 

小計 252 1,812 0.100 0.722 

新規導入分 

住宅（～10kW） 100 300 0.040 0.119 

商業・業務施設等 
（10kW～） 225 1,126 0.090 0.448 

小計 325 1,426 0.129 0.568 

合計 577 3,238 0.230 1.290 

注：小数点以下を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
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■木質バイオマス 
仁淀川町内において、今後、木質バイオマスの利用（発電・熱）が進むと想定し、自家消費また

は地域内で消費されるものについて、地域の既存設備の情報から想定される CO2削減対象となる設
備容量と CO2削減推計値は以下のとおりです。 

 
表 4-5 木質バイオマス利用設備の導入量の将来推計 

区分 
CO2削減対象となる 
設備容量（kW） 

CO2削減推計値 
（千 t-CO2/年） 

2030 年 2050 年 2030 年 2050 年 
卒 FIT 分 - 298 - 0.773 
新規導入分 -※ -※ 0.250 1.000 

合計 - - 0.250 1.773 
※2030 年までに地域の既存設備と同等のものが 1 台、2050 年までに 4 台導入されると想定 

 

■合計 
太陽光発電と木質バイオマスの利用（発電・熱）による CO2削減推計値（合計）は以下のとおり

です。 
 

表 4-6 再生可能エネルギーの導入による排出削減量の将来推計 

区分 
CO2削減推計値 
千 t-CO2/年 

2030 年 2050 年 
再生可能エネルギーの導入による排出削減量 0.5 3.1 

 

 

○省エネや利用エネルギーの転換による排出削減量 

国が進めるエネルギー政策により、省エネ対策によるエネルギー消費量の削減とそれに伴う温
室効果ガス排出量削減が期待されます。 
将来推計においては、国立環境研究所の資料に示される各部門別の削減率に基づき、2030 年

にはその 3 割程度、2050 年にはその 5 割程度の省エネを実施するものと想定し、温室効果ガス
排出削減量を推計します。 
また、国が進める 2050 年の各部門の省エネ削減率・電力比率より、2030 年の省エネ削減率を

バックキャストで算定しています。 
 

表 4-7 省エネや利用エネルギーの転換による排出削減量の将来推計 

区分 
CO2削減推計値 
千 t-CO2/年 

2030 年 2050 年 
省エネや利用エネルギーの転換による排出削減量 5.7 15.7 
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○森林吸収量の将来推計 

森林吸収量の推計においては、管理されている森林のみが、CO2 の吸収源とされるため、適切
な森林管理をしていくことが求められます。 
仁淀川町の森林面積は全体で 29,585ha あり、人工林率は約 75％とされています。仁淀川町資料

によると、2022(令和 4)年度の森林施業の実績は約 152haであり、今後 2030年度には 199ha、2050
年度には 442ha を目標として施業を行うこととしています。この目標に沿って施業が行われると想
定すると、2020年～2050 年の 30 年間に森林施業が行われる面積は約 8,500ha と見込まれ、これを
森林による主たる吸収源とみなして吸収量を推計することとしています。 

 
表 4-8 森林吸収量の将来推計 

森林施業が見込まれる面積（2020 年～2050 年） 約 8,500ha 

森林経営活動を実施した森林の吸収係数 2.46t-CO2／ha 

森林吸収量 20.9 千 t-CO2 

資料：仁淀川町資料、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編） 
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5. 温室効果ガス排出量の削減目標 
 

（１）削減目標設定の考え方 

温室効果ガス削減目標は、2050 年度のカーボンニュートラルを見据えた長期的な視野のもと、脱
炭素シナリオに基づき設定することとします。 
脱炭素シナリオによる将来推計の結果は以下に示すとおりです。実現可能なところから温室効果

ガス排出量の削減に着実に取り組むこととすると、2030 年度の温室効果ガス排出量は、2013 年度
比約 33%削減となります。また、2050 年度の温室効果ガス排出量は、2013 年度比で約 67%削減と
見込まれます。 
なお、2050 年度の温室効果ガス排出量の推計値はゼロとなっていませんが、温室効果ガス排出量

が森林吸収量で相殺され実質ゼロとなる、カーボンニュートラルが達成される見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 脱炭素シナリオにおける温室効果ガス排出量の将来推計 
 

表 5-1 脱炭素シナリオにおける CO2削減推計値 

CO2削減に係る項目 
CO2削減推計値 

千 t-CO2 
2030 年 2050 年 

BAU 推計による削減量 12.5 18.7 
省エネやエネルギーの転換による削減量 5.7 15.7 
再エネ導入による削減量 0.5 3.1 
森林の吸収源対策による森林吸収量 - 20.9 
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（２）温室効果ガス排出量の削減目標 

パリ協定に基づく日本の削減目標においては福島第一原子力発電所事故後のエネルギー政策の転
換期であることなどから 2013 年度を基準年度と設定し、様々な政策を進めています。本計画にお
いては、国の目標に準じて基準年度を 2013 年度とし、中期目標としての 2030 年度、長期目標とし
ての 2050 年度の目標を設定します。 
本計画における温室効果ガス排出量の削減目標は、脱炭素シナリオにおける温室効果ガス排出量

の将来推計値を踏まえ、以下のとおりとします。 
 

 

 

 

 

なお、2030 年度の削減目標値は国、県の割合に比べると低い数値とはなっていますが、仁淀
川町の温室効果ガス排出量は相対的に少なく（高知県：7,841千 t-CO₂（2021年度）の 0.6％）、
多大なコストをかけて温室効果ガス削減対策を実施するよりも、町の課題解決に資するように可
能なところから省エネ化、再エネ導入等の取組を進めるという考えのもと、上記の目標を設定し
ています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 2050年カーボンニュートラルのイメージ 

出典：環境省ウェブサイト「カーボンニュートラルとは」 

 

  

2030 年度：2013 年度比 33%削減 

2050 年度：カーボンニュートラル達成 
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6. 目標達成に向けた取組 
 

（１）施策体系 

本計画では、地域から排出される温室効果ガスの削減目標達成に向け、以下の施策体系をもとに
町民、事業者、行政等あらゆる主体の連携・協働によって取組を進めていくものとします。 

 
表 6-1 施策体系と対象部門・分野 

施策の柱  施策  対象部門・分野 

       

1 
再生可能エネルギーの利用

推進 

 1-① 再生可能エネルギー設備の導入  産業・業務・家庭 

 1-② 再生可能エネルギーの利用拡大  産業・業務・家庭 

       

2 省エネルギー化の推進 

 
2-① 

省エネルギー設備の導入および建物の省エネル

ギー化 

 
産業・業務・家庭 

 2-② 省エネルギー行動の促進  産業・業務・家庭 

       

3 脱炭素型まちづくりの推進 

 3-① 環境負荷の少ない交通の利用  運輸 

 3-② 地域拠点でのエネルギーの効率的利用  業務 

 3-③ 適切な森林整備、木材の利用  森林吸収源 

       

4 循環型社会の形成 

 4-① ごみの発生抑制  廃棄物 

 4-② 再利用・再資源化の推進  廃棄物 
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（２）具体的な取組 

１  再生可能エネルギーの利用推進 

 

○目指す方向性 

温室効果ガス排出量を削減するには、太陽光発電や木質バイオマス等の再生可能エネルギーを利
用し、使用するエネルギーを脱炭素化することが必要です。また、再生可能エネルギーの地産地消
を進めることは、地域のレジリエンス※の向上や地域外へのエネルギー支出の削減にもつながりま
す。 
公共施設等への太陽光発電設備の導入を率先的に進めるとともに、住宅や事業所への再生可能エ

ネルギー設備の導入を促進します。また、地域での再生可能エネルギーの自家消費や利用拡大を図
ります。 

 

 
◆1-① 再生可能エネルギー設備の導入 【産業】・【業務】・【家庭】 

 

＜町の取組＞ 

• 公共施設等の屋根や敷地などへの太陽光発電設備等の導入可能性について検討し、PPA※

手法などを用いて計画的に太陽光発電設備や蓄電設備の導入を進めます。 
• 熱需要の大きい施設等において、木質バイオマス熱利用設備の導入を検討します。 
• 家庭や事業所向けの再生可能エネルギー設備の導入を支援するため、補助制度等につい
て情報提供を行います。 

＜町民の取組＞ 

• 住宅において太陽光発電設備の導入を検討します。 
• 太陽光発電システムと連携した蓄電設備の設置について検討します。 

＜事業者の取組＞ 

• 事業所建築物や敷地において太陽光発電設備の導入を検討します。 
• 太陽光発電システムと連携した蓄電設備の設置について検討します。 
• 熱需要の大きい事業所等において、木質バイオマス熱利用設備の導入を検討します。 

 

  

※レジリエンス：対応力や回復力のこと。 
※PPA：Power Purchase Agreement（電力購入契約）の略。事業者が企業や自治体の施設の屋根や未利用地に無償で発電設備を設置
し、その設備で発電された電力を企業や自治体が施設内で使用し、電力使用料を支払う仕組み。次ページ参照。 



23 

自家消費型の太陽光発電設備の導入について 

＜導入のメリット＞ 

自家消費型太陽光発電設備の導入には、以下のようなメリットがあります。 
• 災害時や停電時の電力の確保 
• 電気料金の削減（電気料金上昇リスクの低減） 
• CO2排出量の削減による地球環境への貢献 
• 企業価値の向上（ESG投資※の呼び込みなど） 

＜導入の方法＞ 

太陽光発電設備の導入方法には様々な方法がありますが、オンサイトPPAモデルやリ
ースモデルは太陽光発電設備を初期投資ゼロで導入することができることから、一層の
普及促進のための方策として注目されています。 

出典：環境省「初期投資 0 での自家消費型太陽光発電設備の導入について」 

 
  

※ESG 投資：Environment（環境）、Social（社会）、Governance（企業統治）に対する企業の取り組みを評価基準として投資先を選ぶ
投資方法。環境問題、労働問題、人権問題、ガバナンス上の問題など、社会が抱えている課題をクリアしていく企業こそがサステナ
ビリティ（持続可能性）があり、中長期的に成長していく企業だという考え方にもとづいている。 
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◆1-② 再生可能エネルギーの利用拡大 【産業】・【業務】・【家庭】 

 

＜町の取組＞ 

• 町が所有する太陽光発電施設について、FIT 制度（固定価格買取制度）の買取期間終了
後に地域内で有効活用できるよう検討します。 

• 電力調達においては、再生可能エネルギー由来の電力の調達を検討します。 
• 地域で再生可能エネルギーを地産地消して有効活用するために、自治体新電力会社の設
立や体制の構築について検討します。 

＜町民の取組＞ 

• 住宅における太陽光発電の自家消費を検討します。 

• 電力会社との契約において、再生可能エネルギー由来の電力の選択、切り替えを検討し
ます。 

＜事業者の取組＞ 

• 事業所における太陽光発電の自家消費を進めます。 
• 電力会社との契約において、再生可能エネルギー由来の電力の選択や切り替えを検討し
ます。 

• 地域で再生可能エネルギーを地産地消して有効活用するための事業スキームや体制の構
築について、行政や事業者間での連携を進めます。 

 

再生可能エネルギー由来の電力の調達について 

多くの小売り電気事業者が太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーを電源とした
プランを用意しています。小売電気事業者が提供する再エネ電気プランを選ぶだけで、住宅
や事業所に発電設備を設置しなくても再生可能エネルギー由来の電気を利用することが可能
となります。 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省ホームページ 
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２  省エネルギー化の推進 

 

○目指す方向性 

温室効果ガスを削減するためには、使用するエネルギーそのものを減らすことが必要です。 
冷暖房・給湯・照明等のエネルギー使用量を削減するために、省エネルギー性能の高い設備

の導入・利用や建物のエネルギー効率向上を図ります。また、日常生活や事業活動における身
近な省エネルギー行動を推進します。 
 

 
◆2-① 省エネルギー設備の導入および建物の省エネルギー化 【産業】・【業務】・【家庭】 

 

＜町の取組＞ 

• 公共施設における設備・機器等の新規購入・レンタルの際には、省エネルギータイプで
環境負荷の少ないものを選択するよう努めます。 

• 高効率照明（LEDライト）への交換を順次進めます。 
• 公共施設の新築、改築をする時は、環境に配慮した工事を実施するとともに、省エネ化
や断熱性の向上など環境負荷の低減に配慮した施設を整備し、適正な管理に努めます。 

• 公共施設において断熱性能に優れた窓ガラス（ペアガラス、二重ガラス等）の導入を進
めます。 

• 外気や外光を有効に活用し、室内の照度、室温の適正化を図ります。 
• 自動水栓、節水コマなどの節水型機器の導入に努めます。 
• 建築物の省エネルギー基準や ZEH※、ZEB※等について情報提供を行います。また、それ
らの補助制度や、優遇措置等についても情報提供を行います。 

＜町民の取組＞ 

• 給湯器や家電製品、照明等を買い替える際は、高効率な省エネルギー機器の選択を検討
します。 

• 住宅を新築・リフォームをする際は ZEHにしたり、断熱性やエネルギーの効率性の高い
構造や資材を選んだりするなど、住宅の省エネルギー化に努めます。 

• 家庭において HEMS※の導入を検討します。 

＜事業者の取組＞ 

• 設備・機器や、照明等を更新する際は、事業所の特性に応じた高効率な省エネルギー機
器の導入を検討します。 

• 事業所建築物等を新築・改修する際は ZEB にしたり、断熱性やエネルギーの効率性の高
い構造や資材を選んだりするなど、建物の省エネルギー化に取り組みます。 

• 事業所において BEMS※や FEMS※を導入し、エネルギーの見える化ときめ細かな運用改
善に取り組みます。 

 

  
※ZEH、ZEB：net Zero Energy House、net Zero Energy Building の略で、住宅や建物のエネルギー消費量を、省エネルギーや再
生可能エネルギーの利用を通して削減し、限りなくゼロにするもの。 

※HEMS、 BEMS、 FEMS：Home Energy Management System、 Building Energy Management System、 Factory Energy 
Management Systemの略での略でそれぞれ住宅、建物、工場向けのエネルギー管理システムのこと。次ページ参照。 
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住宅の省エネルギー化について 

家庭の省エネルギーを進めるうえで重要な要素である暖冷房エネルギーを少なくする
ためには、機器の使い方の見直しや省エネ性能の高い機器を選択することと並んで、住
宅そのものを省エネ住宅にすることで、大きな効果を得ることができます。 

ZEH は「net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」の頭文字
を取ったもので、快適な室内環境を実現しながら、創るエネルギーと使うエネルギーの
収支バランスをゼロにすることを目指す住宅で、以下のようなメリットがあります。 
○経済性 

高断熱性能および高効率設備の導入により、光熱費を大幅に削減することが可能で
す。さらに、太陽光発電システムからの売電収入も期待できます。 

○快適・健康性 

高断熱技術により、室内の温度を一定に保つことができ、夏季は涼しく、冬季は暖か
く過ごすことができます。これにより、急激な温度変化によるヒートショックなどの事
故を未然に防ぐことができます。 

○レジリエンス 

災害時の停電においても、太陽光発電システムおよび蓄電池を活用することで、必要
な電力を確保することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

出典：資源エネルギー庁ホームページ 

 

エネルギー管理システム 

エネルギー管理システム（EMS：Energy Management System）とは、電気等の使用
状況を「見える化」するとともにデータを蓄積してエネルギーの削減可能な箇所を見つ
け、最適に自動制御するシステムのことです。 

HEMS (Home Energy Management System)は住宅、
BEMS (Building Energy Management System)は建物、
FEMS (Factory Energy Management System)は工場の
エネルギー管理システムであり、これらのシステムは
エネルギー効率を向上させ、省エネルギーの実現に貢
献します。 

 
出典：資源エネルギー庁ホームページ 
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省エネルギー性能の高い家電製品の選び方 

近年、高効率で省エネルギー性能の高い家電製品が多く販売されています。省エネ性
能の高い家電製品への買い替えにおいては、「統一省エネラベル」や「しんきゅうさ
ん」を参考に選ぶことができます。 
「統一省エネラベル」は、省エネ法で定められた家電製品等の省エネ基準を達成して

いるかどうかを表示したもので、商品に掲示されています。製品の省エネ性能を星の数
と数値で表しており、年間の電気代の目安も分かるようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：資源エネルギー庁ホームページ 

 
「しんきゅうさん」は、インターネットで環境省が提供する省エネ製品買換ナビゲー

ションサービスで、現在使用している家電製品と最新の家電製品を比較し、年間の消費
電力量や電気代、CO2 排出量等の違いを見ることができます。また、複数の家電製品を
買い替える場合もまとめて比較でき、製品の選び方のアドバイス等もあり、買い替え時
の参考にすることができます。 

 

 
出典：環境省ホームページ 
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◆2-② 省エネルギー行動の促進 【産業】・【業務】・【家庭】 

 

＜町の取組＞ 

• クールビズやウォームビズを推進し、施設毎の状況を考慮した適切な室温調整に努めま
す。 

• 効果的・計画的な事務処理に努め、夜間の残業の削減を図り、照明の点灯時間の削減に
努めます。 

• パソコン等のOA機器の電源管理や不要な照明の消灯を徹底します。 
• 水道の使用にあたっては、適切な水量で日常的に節水を心がけます。 
• 家庭や事業所向けの省エネルギー対策等について情報提供を行います。 

＜町民の取組＞ 

• 照明や家電製品の電源オフ、お湯の節約等、日々の省エネルギーに努めます。 
• インターネットのアプリやサービス等を活用し、電気やガスの使用量をチェックした
り、地域の平均的な使用量と比較するなどして、エネルギーの節約に努めます。 

＜事業者の取組＞ 

• クールビズやウォームビズを実践し、冷暖房の負荷を軽減します。 
• 照明や冷暖房、エネルギー機器、OA 機器等を適切に使用し、日々の省エネルギーに取
り組みます。 

• 事業活動に伴うエネルギー使用量等について記録・分析し、エネルギーの節約に努めま
す。 

• 省エネルギー診断※を受け、設備・機器の運用改善や、計画的な設備更新に努めます。 

 

高知県 環境パスポート 

高知県「環境パスポート」は、個人や企業の温室効果ガス排出量や削減量を見える化
することや、環境にやさしい取組の共有、環境関連イベントの告知などを通じて、行動
変容を促すことにより、楽しくカーボンニュートラルの実現を目指していくために始ま
った webサービスです。 
「環境パスポート」のユーザーになることにより、「環境家計簿の

登録」「環境にやさしい取組の投稿」「環境関連イベントへの参加の
報告」などを行うことができます。 

 

  

※省エネルギー診断：省エネルギー対策に関する専門的知識を有する者が、事務所又は事業所等を訪問し、当該事業所等における
エネルギーの使用状況や設備の運転状況を調査して、その調査結果に基づき、効果的な省エネ対策を提案するもの。設備更新対
策だけでなく、費用の掛からない運用改善による省エネも提案される。 
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３  脱炭素型まちづくりの推進 

 

○目指す方向性 

地域全体で脱炭素化を進めるにあたっては、環境負荷の少ない交通手段の利用を促進したり、
地域拠点で面的にエネルギーを利用したりするなどして、地域全体でのエネルギー使用量の低
減を図るとともに、CO2の吸収源対策を進めることが必要です。 
公共交通を利用しやすい環境を整備・維持するとともに、環境負荷の少ない自動車の利用を

促進するほか、地域の各拠点においてはエネルギー効率化とレジリエンス向上を推進します。 
また、地域には充実した森林資源があることから、戦略的な森林整備を進め、CO2 吸収源の

確保を図ります。 
 

 
◆３-① 環境負荷の少ない交通の利用 【運輸】 

 

＜町の取組＞ 

• 交通事業者等と連携し、公共交通の利便性向上に努めるとともに、公共交通の利用促進
に向けた啓発を行います。 

• 移動時には可能な限り公共交通機関を利用するなど、環境負荷の少ない移動手段の利用
に努めます。 

• 公用車の更新にあたっては、小型車や低燃費車、ハイブリットカー、電気自動車の導入
を図ります。 

• 排ガスの低減や燃費向上を図るため、タイヤの空気圧、車両の定期的な点検・整備を実
施します。 

• 急発進や急加速、無駄なアイドリングを控え、エコドライブを推進します。 
• 主要な公共施設において急速充電設備の整備を検討します。 

＜町民の取組＞ 

• 移動時には可能な限り公共交通機関を利用するなど、環境負荷の少ない移動手段の利用
に努めます。 

• 自動車を買い替える際は、燃費の良い自動車の購入を検討します。 
• 排ガスの低減や燃費向上を図るための適正な車両整備を実施するとともに、エコドライ
ブを実践します。 

• 宅配便の受取日時を指定するなど、再配達の防止に努めます。 

＜事業者の取組＞ 

• 移動時には可能な限り公共交通機関を利用するなど、環境負荷の少ない移動手段の利用
に努めます。 

• 自動車を買い替える際は、燃費の良い自動車の導入を検討します。 
• 排ガスの低減や燃費向上を図るための適正な車両整備を実施するとともに、エコドライ
ブを実践します。 

• 事業活動における輸送の効率化に努めます。 
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エコドライブ 10 のすすめ 

エコドライブとは、ドライブによる燃料消費量や CO2排出量を減らし、地球温暖化防
止につながる”運転技術”や”心がけ”で、今すぐにでも始めることができるアクションで
す。 
また、エコドライブは、交通事故の削減につながります。燃料消費量が少ない運転

は、お財布にやさしいだけでなく、同乗者が安心できる安全な運転でもあります。心に
ゆとりをもって走ること、時間にゆとりをもって走ることもエコドライブになります。 

＜エコドライブのポイント＞ 

① 自分の燃費を把握しよう 
② ふんわりアクセル「e スタート」 
（最初の５秒で、時速 20Km程度が目安） 

③ 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 
④ 減速時は早めにアクセルを離そう 
⑤ エアコンの使用は適切に  
⑥ ムダなアイドリングはやめよう 
⑦ 渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 
⑧ タイヤの空気圧から始める点検・整備 
⑨ 不要な荷物はおろそう 
⑩ 走行の妨げとなる駐車はやめよう 

出典：環境省ホームページ 

 
 

◆３-② 地域拠点でのエネルギーの効率的利用 【業務】 

 

＜町の取組＞ 

• 仁淀川町役場、池川総合支所、仁淀総合支所を中心に隣接する公共施設に太陽光発電や
蓄電池を導入するとともに、自営線マイクログリッド※など、電力の融通利用、効率的
利用を検討します。 

• 災害時には仁淀川町役場、池川総合支所、仁淀総合支所と防災拠点を結び、避難所等へ
支援を行うため、電力輸送手段として活用できる EV※公用車（車載可搬型放電器搭載）
の導入を検討します。 

 
  

※自営線マイクログリッド：太陽光発電など地域で作ったエネルギーを地域で使うために、需要設備、再エネ設備、蓄電池等を ⾃
営線で繋いで構築するエネルギーシステム。 

※EV：Electric Vehicle の略。電気自動車。車載バッテリーに充電を行い、モーターを動力として走行する。 
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◆３-③ 適切な森林整備、木材の利用 【森林吸収源対策】 

 

＜町の取組＞ 

• 10年後、20年後の具体的な数値目標を掲げた「仁淀川町林業総合戦略」を中心とした森
林の有効活用や、長期的な視点に立った森林整備を進めます。 

• 伐期を迎えた山々を一度リセットする考えのもと、間伐中心の森林整備から、皆伐を踏
まえた森林整備へと転換を進め、「刈ったら植える」、「林業適地においては再造林率
100%、適地以外は広葉樹林化を進める。」として取組を進めます。 

• 公共事業や公共施設での地域産材の率先利用や木質バイオマスの有効活用を図ります。 
• 森林吸収だけでなく、生物多様性の保全や、水源涵養※、防災・減災などの森林が持つ
多面的サービスが効果的に発揮されるよう、森林経営や人材育成を推進します。 

• 森林吸収源のクレジット※販売を行います。 

＜町民の取組＞ 

• 住宅や家具などに地域産材を積極的に利用します。 

• 地域の森林や林業について理解を深めることに努めます。 

• ペレットや薪ストーブを利用するなど、地域資源の有効活用に努めます。 

＜事業者の取組＞ 

• 森林の健全な成長を促進するための間伐や下刈り、除伐などの適切な森林整備や再造林
を推進します。 

• 事業や施設において地域産材や木質バイオマスを積極的に利用します。 

 

こうち山の日 

高知県は、面積の 84％を森に覆われている全国一の森林県です。 
森林は、水源を豊かにし、土砂災害を抑え、二酸化炭素を固定するなど、私たちが生

きる環境を守るために様々な役割を果たしています。人は昔から、森林の循環を大切に
しながら森を守り育て、暮らしに木を活かす「木の文化」を築き上げてきました。 
平成 15 年、県民一人ひとりが山を守り育て、豊かな森林を次代へ引き継ぐことを趣

旨として、高知県は「木が並んでいるように見える」11 月 11 日を、「こうち山の日」
に制定しました。以後、県内各地で「こうち山の日」の制定趣旨に沿
った活動が取り組まれ、森を守る大切さを理解し、森林を守り育てる
人が増えています。 

 

 

※水源涵養：森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の流量を安定させる
こと。雨水が森林土壌を通過することにより、水質が浄化される。 

※クレジット：カーボンオフセットを実現するための一つの手段。森林の保護や植林、省エネルギー機器導入などを行うことで生
まれた温室効果ガスの削減効果（削減量、吸収量）をクレジット（排出権）として発行し、取引できる。 
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４  循環型社会の形成 

 

○目指す方向性 

私たちが消費する製品や食品が生産・輸送される過程においては多くのエネルギーが使われ
ており、浪費されたり、捨てられるものを減らしたりすることは、生産から廃棄までのライフ
サイクル全体のエネルギー消費量を減らすとともに、資源を守ることにつながります。 
循環型社会の構築を目指し、廃棄物そのものの発生抑制に取り組むとともに、再利用・再資

源化を推進します。 
 

 
◆４-① ごみの発生抑制 【廃棄物】 

 

＜町の取組＞ 

• 事務事業の実施においては、グリーン購入法による環境物品の購入や環境ラベリング
（エコマーク、グリーンマーク等）対象製品を優先的に購入します。 

• 事務用品は、詰め替えやリサイクル可能な消耗品を購入し、使い捨て容器の購入は極力
控えます。 

• 両面印刷を徹底するなど用紙の削減に努めるとともに、ペーパーレス会議や電子決裁を
推進します。 

• ごみの発生抑制や「食品ロス」の削減に関する情報を発信し、町民や事業者の啓発に努
めます。 

＜町民の取組＞ 

• 物を無駄にしない生活スタイルを心掛け、可能な限り環境負荷の少ない製品・サービス
を購入するよう努めます。 

• 食品は適量を購入し、食品の食べ切りや使い切り、生ごみの水切りに取り組むととも
に、外食における適量な注文や食べ残しの削減などに努め、食品ロスを削減します。 

• 商品の購入に当たっては、可能な限りマイバッグなどを持参します。 
• 簡易包装化されている商品や、詰め替え可能な商品を選択します。 

＜事業者の取組＞ 

• 事業の実施においては、可能な限り環境負荷の少ない製品・サービスを購入するよう努
めます。 

• 原材料の選択や製造工程、輸送工程などを工夫し、製造から流通、販売にいたるサプラ
イチェーン全体において排出されるごみの排出抑制に努めます。 

• 物の製造、加工、販売などに際して、その製品や容器などがごみとなった場合に排出抑
制、分別排出、適正な環境的利用及び処分が円滑に実施できるように努めます。 

• 食品が廃棄物とならない販売方法の検討や食べ残しの削減に取り組みます。 
• 容器包装廃棄物の削減に取り組みます。 
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食品ロスの現状 

日本では、本来食べられるのに捨てられる食品「食品ロス」の量は年間 472 万 t と推
計されています。（令和 4 年度推計値） 
食品ロスを減らすためには、家庭で食品ロスが出ないようにするだけでなくて、食べ

物を買うお店、食べるお店でも食品ロスを減らすことを意識することが大切です。食品
ロスを減らす行動は、食料資源の有効利用や地球温暖化の抑制につながるものです。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省ホームページ 

 

◆４-② 再利用・再資源化の推進 【廃棄物】 

 

＜町の取組＞ 

• 事務事業の実施において、廃棄物の分別排出の徹底に努めます。 
• 町民や事業者に分別・リサイクル方法、収集方法等について広く情報発信します。 
•  

＜町民の取組＞ 

• 不要になったものは他の人に譲ったりフリーマーケットを活用したりするなど、製品が
長く使われるよう努めます。 

• 資源物は混合ごみとして出さず、適切に分別して排出します。 
• 再生資源を原料とした製品選びに努めます。 

＜事業者の取組＞ 

• 資源物は混合ごみとして出さず、適切に分別して排出します。 
• 製造業事業者は再生資源を原料とした製品を供給します。 
• 再生資源を原料とした製品を優先して選びます。 
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再生資源を原料とした製品を示すマーク 

リサイクルを進めるにあたっては、再生資源を原料とした製品を選ぶことが重要とな
ります。日用品等を選ぶ際に再生資源を原料とした製品を表すマークには以下のような
ものがあります。 
 

エコマーク 再生紙使用マーク 牛乳パック 
再利用マーク 

PET ボトルリサイクル 
推奨マーク 

    

資源採取から廃棄・リサ
イクルまでライフサイク
ル全体で環境にやさしい
製品を認定するマーク 

古紙パルプ配合率を示す
自主的なマーク 

牛乳パックを原料として
使用した製品につけられ
るマーク 

使用済み PETボトルの
リサイクル品を使用した
商品につけられるマーク 

出典：環境省「環境ラベル等データベース」 
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7. 計画の推進体制及び進行管理 
 

（１）推進体制 

温室効果ガス排出量の削減は、日常生活や事業活動と密接に関わっているものが多くあるため、
町・町民・事業者の主体的かつ積極的な取組が不可欠となります。そのため、各主体がそれぞれの
立場で、また、相互に連携しながら、役割を果たしていくことが必要です。 
本計画の推進を図るため、庁内では関係部局と連携し、横断的な調整を行いながら取組を進めま

す。また、広域的な取組を必要とするものについては、国、県及び近隣市町村等と連携・協力を図
ります。 

 

（２）進行管理 

本計画の進行管理に当たっては、計画（Plan）、取組の実施（Do）、点検・評価（Check）、見直
し（Action）を繰り返し行う PDCA サイクルによる継続的な改善を図ります。 
また、社会情勢の変化や地域を取り巻く状況等の変化を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行

います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7-1 計画の進行管理 

 
 
 

計画（Plan） 

・目標や取組方針の決定 

取組の実施（Do） 

・取組や事業の推進 

点検・評価（Check） 

・取組や事業の実施状況の点検 

・目標達成状況の確認 

 

見直し（Action） 

・新たな取組や事業の検討 

・スケジュールや目標の検討 



 

 


